
都道府県名 愛媛県 市区町村名

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

999 10,737,001 991 10,594,001

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

62 1,145,000 58 1,050,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

295 3,306,308 284 1,463,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

82 4,141,000 77 4,068,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

75 4,656,000 70 4,603,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

57 3,165,000 53 3,070,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

91 5,755,000 88 5,725,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

133 8,652,400 125 7,559,500

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

154 9,625,000 151 9,090,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

県出身者や県外在住者に本県の特色ある取組みを知ってもらい、本県の応援者となってもらうことを目的に、県の
重点施策に係る事業の財源に充当することを明示し、県外の県人会を通じたＰＲや、県ホームページの掲載による
広報をしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

制度開始当初に比べ、手続きの簡易性やお礼の品の充実度が実績に大きく関わってきているように考えられる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
生物多様性えひめ戦
略推進事業費 11,000 1,900

生物多様性えひめ戦略
推進事業費 8,544

２
「愛育フィッシュ」普及
推進事業費 6,268 1,153

新たな養殖魚販売戦略
推進事業費 7,307

３
えひめ結婚支援セン
ター運営事業費 9,832 1,000

愛媛マルゴト自転車道
整備事業費 858,336

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

経済的な恩恵や手続きの簡素化といった寄附者へのメリットと合わせ、ふるさと納税を世間に再アピールする機会と
もなったことから、寄附件数の増に貢献しているものと思われる。他方、各自治体にとっては事務量の増が課題とな
ると思われる。
寄附者に対しては、ワンストップ特例申請書を送付する際に記入例を添付して制度利用を促している。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

県ホームページにて、年度ごとに受入額実績や活用状況を公開している。また、寄附者に対しても、報告書を送付
している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

「ふるさと」に貢献するため、無償の供与である寄附金を活用して生まれ故郷や応援したい地域の力になりたいとい
う思いを実現するものであり、本県にとっても貴重な歳入確保となるだけでなく、ふるさとの大切さを再認識してもらう
とともに、全国に本県のファンを増やす有効な手段と考えており、ふるさと納税をきっかけとして地方への応援の輪
が広がり、本県全体の活性化につながるよう取り組むこととしている。

○経済面以外での効果
　・平成23年12月に策定した生物多様性の保全等を推進する上での基本方針である「生物多様性えひめ戦略」の周知と定着を図り、ＮＰＯ等民間団体、企業
等事業者、教育機関、行政等県民それぞれが役割を認識し、連携しながら生物多様性の保全と持続可能な利用に取り組む機運の醸成に努めた。生物多様性
の恵みを将来にわたって享受できる自然と共生する社会の実現を目指している。
　・「愛育フィッシュ」の県内での認知度が、24年度の平均認知度約35％から26年度には約60％に上昇するなど、着実に浸透している。「愛育フィッシュフェア」
の開催等を通じて、消費地の流通事業者への認知向上を図り、県外の認知度向上につなげていく効果を期待している。
　・結婚支援事業において成立したカップル数が22年度の2,150組から26年度には7,870組に増加した。少子化の主たる要因である未婚化・晩婚化への対応と
なる効果を期待している。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

未定 



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

返礼品をめぐる議論や総務大臣通知等を踏まえた見直しは行っておらず、今後行う予定もない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品目的の寄附が多数と考えられるが、各自治体は寄附者に選ばれるよう、返礼品を含めた創意工夫した募集
により競うべきであり、過度に高価な返礼品等により行き過ぎた競争とならないよう、自粛を要請すべき例をさらに具
体的に示していただきたい。

お礼状と合わせ、寄附者とのネットワークづくりのため、アンテナショップ等で特典が受けられるふるさと愛媛応援者
カードや、本県の特産品等をお礼の品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

本県のファンとなってもらうため、特産のブランド産品をささやかなお礼の品として選定している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 松山市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4,077 58,396,805 4,073 4,762,685

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

870 16,534,100 858 16,339,100

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,681 53,449,701 2,669 53,254,701

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

963 18,185,500 949 17,980,500

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

564 12,973,101 556 12,866,101

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

354 9,680,900 340 9,432,900

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

346 9,859,036 338 9,575,906

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

247 8,145,015 233 6,838,015

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

175 8,162,647 168 8,032,647

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

出身者の集い（愛媛県人会等）、松山空港でのお盆時期の「お帰りなさいキャンペーン」ＰＲ

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成２６年９月からふるさとチョイスの受入開始、平成２７年６月から、「ふるさと産品」の大幅拡充

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

寄付者の利便性が向上することに関して、好意的に受け止めている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

本市では、寄付者の気持ちを反映するために寄付金の使途を選んでいただけるようにしているほか、松山市のPR
などを行い、趣旨を逸脱しない範囲で寄付を募っている。今後は、ふるさと納税を一層推進することで、歳入の確保
を行い、地方創生につながる取り組みを行いたい。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名
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【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

平成２０年度から、まつやま農林水産物ブランドを送付してきたが、今年度公募を行い平成２７年６月から、ふるさと
納税の一層の推進のため、ふるさと産品を拡充した。今後も拡充の予定

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ワンストップ特例制度の運用について、各自治体への寄付者の通知方法等をご教示願いたい。

「ふるさと産品」　松山市のＰＲと、地域企業の支援を目的としている。
「市有施設優待クーポン」　松山市の観光振興を目的としている。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

松山市に関連する名称を用いた加工食品や、まつやま農林水産物ブランドを用意しており、松山のＰＲになるもの。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 今治市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,487 93,894,500 ○ 2,480 93,684,500 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,148 34,514,000 ○ 1,145 34,454,000 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5,112 172,398,277 ○ 5,100 172,098,270 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,167 26,836,977 ○ 1,160 26,556,977 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

358 7,466,178 ○ 353 7,412,178 ○

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

66 1,601,500 ○ 62 1,540,500 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

43 2,481,000 ○ 42 2,471,000 ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

42 2,131,500 ○ 42 2,131,500 ○

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

152 1,319,005 ○ 28 1,245,000 ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

県外での高校等の同窓会に出席しふるさと納税を紹介。市内の企業に依頼し、県外支店等にPR。ふるさと納税を特集する出
版物などに積極的に協力。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

H24年9月から返礼品を大幅に充実させたことで、それ以降の寄付が急増した。その後も、毎年返礼品を改定し充実させてい
る。また、クレジット払いの導入、ふるさとチョイスとの契約などでさらに増加した。ただ、ブームによる面も大きい。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
自転車を活用した観光
振興 16,200 16,200

２ 防災体制の充実 12,800 12,800

３ 瀬戸内海の環境保全 3,200 3,200

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

上限2割程度なら妥当なところだと思う。ワンストップ特例はまだワンクールが終わっていないが、受け付けから居住
自治体へ通知する事務はかなりな負担になる。また、寄付者の負担軽減を考えるなら、寄付申請の際にワンストッ
プ特例の希望を明示することで、改めての特例申請を不要にすることも考慮するべき。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

受入額実績はHPに詳しく発表している。事業内容については代表的な例として一部を例示している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

現在は億単位の寄付金が納入されており貴重な財源となっている。また、地域特産品のPRにも一役買っているし、
地域そのものの宣伝にもなっている。しかし、返礼品の競争は適切な状況とは思わないし、実質的な定率減税とな
り、税制度をゆがめているようにも思える。

・日本を代表する「サイクリストの聖地」として多くのサイクリストに今治の魅力を伝えるため、サイクリングガイドやレンタサイクルなどの受け入れ態勢の充実を図る
ことを目的とする。昨年度のイベントの効果を引き継ぎ、レンタサイクルの利用者も10万人を越え、市内を走るサイクリストも良く見かけるようになった。徐々にで
はあるが明らかに観光に良い効果は出てきている。
・自主防災組織や防災士の育成などを行い、地域の防災力が向上した。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名
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【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

現在は寄付金に対する返礼品の金額は2割強とさほど高くないため総務大臣通知を意識した見直しはしていない。
リピーターに飽きられないようにすることと、地元商品の紹介の点から返礼品は毎年見直し、種類を増やしている。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

最初の趣旨を外れて返礼品競争が過熱すると制度自体が続かないのではと危惧している。

返礼品を送付している。各地域が返礼品を送付しているため、それをしないと減収になりかねない。また、市内の特
産品を返礼品にすることで、地域特産品のPRになる。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

当市であれば今治タオルを中心に、菊間瓦や桜井漆器など。さらに農産物、水産物、地元の銘菓など市内の事業
者が生産した特産品を選んでいる。他には市内の宿泊券など。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 宇和島市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10,141 160,678,401 ○ 10,140 160,662,401 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,189 18,007,468 ○ 同左 同左 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

160,231 251,469,571 ○ 同左 同左 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,435 37,790,000 ○ 2,434 37,760,000 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,323 24,041,000 ○ 同左 同左 ○

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

848 17,870,000 ○ 847 17,865,000 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

675 14,854,000 ○ 同左 同左 ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

399 12,436,000 ○ 398 12,426,000 ○

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

301 10,293,900 ○ 同左 同左 ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

宇和島クラブ交流会（関東、中部、近畿）等でPRしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年11月に返礼品をリニューアルしたことで、寄附件数が10倍に跳ね上がった。また、テレビ、雑誌等にもふるさと納税制
度が取り上げられるようになったことも寄附件数が伸びた要因として挙げられる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
うわじま伊達・偉人展
事業 10,657 10,657

ふるさと映画製作支援
事業 10,000 10,000

２
祓川温泉木質バイオ
マスボイラー導入及び
省エネ改修事業

32,499 5,709
草木系バイオマス活用
推進事業 7,000 7,000

３
宇和島城天守修繕等
整備事業 2,503 2,503 『3島連合海婚』事業 5,750 5,000

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

高額納税者でなければ利用しづらい制度であったが、税制改正によって低所得者もある程度利用できるようになったと感じて
いる。ワンストップ特例制度については、寄附者の利便性は向上したが、自治体側の事務が非常に煩雑になるため、この点を
早急に解消していただきたい。広報や工夫については、現段階では特に行っていない。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市HPで公表を行っている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

当市の最終的な目標は移住者を増やすことであり、そのための有効的なツールの一つとしてふるさと納税を位置付けている。
平成27年10月の返礼品リニューアルでは、観光客増加の足がかりとなることを期待して、体験型宿泊施設の宿泊券を新たに追加した。今後は移住者増を目
指し、1週間程度の移住体験パックを返礼品に取り入れることも考えている。単に観光するだけではなく、より深く宇和島に関わり、実際に住むことをイメージで
きるようなメニューを充実させるとともに、移住に対する市の取り組みもPRしていきたいと考えている。
一方で、このような施策を実現するには、移住体験住宅の整備など移住者の受け入れ体制を整えていくことも必要であり、これについては寄附金活用事業と
して実施することも検討したい。

・経済面以外での効果
①うわじま伊達・偉人展事業
平成27年3月～11月の期間で「宇和島伊達400年祭」を開催するにあたり、宇和島城の城山郷土館をリニューアルし、「うわじま伊達・偉人展」を実施した。当
初は農機具や民具を展示していたが、リニューアル後は宇和島出身の偉人やゆかりの人物の映像や資料を展示している。市民や観光客に宇和島の歴史に
関する知識を深めていただくことができた。
②祓川温泉木質バイオマスボイラー導入及び省エネ改修事業
当市の祓川温泉は源泉温度が低いため、これまで灯油を使用するボイラーで加温していたが、原油価格の高騰により赤字経営に転じていた。当事業により、
効率の良い薪ボイラーを導入し、林業を営む人や周辺住民から不要な木材や伐採木を買い取って燃料にしている。資源の有効活用による循環と、環境に配
慮した施設運営を目指しながら、燃料費の削減もできている。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名
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【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

当市では返礼割合や価格は表示しておらず、また返礼割合は4割以下であるため、現時点では見直しの必要性は
ないと判断しており、今後行う予定はない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

当初、控除額の適用下限額が5千円だったため、その相当額の特産品（送料込）を市から贈呈することとした。お礼
と同時に市の特産品をPRする意図も含んでおり、現在も継続して贈呈している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

柑橘、水産加工品、真珠製品、米、宿泊券等　　理由：市特産品の販路拡大、観光客増加を目的としている。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 八幡浜市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3,635 46,599,076 ○ 3,635 46,599,076 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

176 5,212,000 ○ 176 5,212,000 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

524 11,999,555 ○ 524 11,999,555 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

351 10,194,000 ○ 351 10,194,000 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

173 5,495,000 ○ 173 5,495,000 ○

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

117 4,167,000 ○ 117 4,167,000 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

89 4,757,000 ○ 89 4,757,000 ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

26 3,457,000 ○ 26 3,457,000 ○

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 1,425,000 ○ 14 1,425,000 ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

市外で行われる高校同窓会でふるさと納税のPR。当市にふさわしい特産品の提供とPR。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成２７年度から外部ポータルサイト「ふるさとチョイス」との提携とクレジット決済の開始による。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



04

＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
市立八幡浜総合病院
経費 590,176 2,950

市立八幡浜総合病院経
費 584,165 10,000

２ 小学校備品購入 8,368 2,749 小・中学校備品購入 16,151 10,000

３
介護予防教室通所事
業 2,102 2,102 介護予防教室通所事業 2,102 2,102

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

税制改革により、今年度から大幅にふるさと納税件数及び金額が増えた要因の一つと考えている。ただし、ワンス
トップ特例制度は、受け入れ自治体の事務負担増加になっている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市ホームページで公表

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

市の収入確保につなげるだけでなく、当市の特産品の販売及びPRにつなげていき、ひいては雇用拡大、交流人口
及び移住人口の増加につなげていきたい。

・経済面での効果
※　医療費の削減に効果を期待している。

・経済面以外での効果
　地域医療の中核である総合病院は不採算部門があるため、ふるさと納税寄附を病院経営に充当できることは金額のみならず、善意の寄附が職員のモチベー
ションの高揚につながっている。これからの市の将来を担う児童・生徒の教育に役立つと共に、これまで市の発展を担った高齢者に対し住み慣れたまちで元気
に生活ができる事業を行うことができる。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名
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【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

寄附金額に対する返礼品の商品区分説明に、返礼品の目安金額表示を廃止した。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ふるさと納税は、地方の活性化・地域振興に役立つものであると考えており、現在議論されている企業のふるさと納
税に対する法人税等の控除は、一層の推進につながるものと考えている。

特産品の贈呈は、当市の産業育成及びPRにつながるものであり、必要であると考えている。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

市内業者が生産・加工等している商品であり、当市の特産品としてふさわしいものとしている。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 新居浜市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

418 19,453,000 406 19,215,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

270 8,372,777 267 8,327,777

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

776 19,637,777 768 19,497,777

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

544 26,225,000 541 26,175,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 1,225,400 11 890,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 5,671,000 14 5,591,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18 1,900,000 12 1,700,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 620,000 9 570,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

17 1,765,000 10 430,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に寄附者に対するお礼の特産品送付を導入したことにより、寄附実績が大幅に増加したものと思われる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

－－－－－－－－－

③②①

新居浜市出身者で作られている「にいはま倶楽部」に対し、ふるさと納税の資料送付を行っている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ －－－ －－－ －－－ －－－ －－－ －－－

２ －－－ －－－ －－－ －－－ －－－ －－－

３ －－－ －－－ －－－ －－－ －－－ －－－

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

ふるさと納税のお金は、各分野の予算の中に組み込まれたうえで使用されており、平成26年度及び平成27年度に実施された各事業のどの部分にいくら充てら
れたというのは算出できない。また、ふるさと納税を活用して実施された事業に起因して生じた経済的効果やそれ以外の効果についても、先の事情により回答
できない。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

新制度導入直後なので困難なところはあるのだが、本来は確定申告が必要な者が、理解が十分でないままに簡易
な制度ができたと特例申請を行い、次年度に控除がなされていないという混乱が生じることが想定される。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市のホームページにて行っている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

現在、地方創生については、大局的な展望を描いている段階にある。今後、地方創生が進展していく中で、各種の
事業が展開される際の重要な財源の一つとなっていくものと考えている。
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【以上】

総務大臣通知を受けて、今春、見直しを行った。返礼品の取扱いは総務大臣通知の内容に沿っており、内容の変
更は行っていない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

現実的にお礼の特産品の状況に応じて寄附額の多寡が生じている中、地方自治体にとってはお礼の特産品の拡
充を含むビジネス化の傾向が強くなっており、本来の制度趣旨を踏まえると、ふるさと納税をこのままの方向性で進
めてよいものか疑問に感じる。

寄附者に対して返礼品を送付している。返礼品は、地域に根差した特産品や地元の会社による産物等を選定し、
地域のPRや地元産業の活性化を図っている。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

「渡り蟹といった地域の特産品」、「お菓子類等の地元の会社による製品」、「宿泊施設、飲食施設、体験プラン利用
券」といったものの返礼により、地元経済の活性化を図っている。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 西条市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4,089 170,086,511 ○ 4,079 169,554,511 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

132 3,187,000 ○ 130 3,165,000 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

336 8,142,000 ○ 332 8,100,000 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

26 1,475,000 ○ 26 1,475,000 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

25 2,693,000 ○ 24 1,393,000 ○

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

25 1,643,000 ○ 25 1,643,000 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

25 1,822,800 ○ 25 1,822,800 ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

20 2,142,000 ○ 20 2,142,000 ○

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

26 2,557,000 ○ 26 2,557,000 ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

控除枠拡大の影響。H26から謝礼品を設け、クレジット決済を開始した。Ｈ２７からは、インターネットからの直接申込対応及び
謝礼品の充実など。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

ホームページによる告知。使い道の選択いただけるようにした。市外在住で西条市にゆかりのある方々のネットワーク「うちぬき
倶楽部」の会員様への案内、市内高校のＯＢ会等への広報チラシによる案内。ポータルサイトへの掲載。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
四国鉄道文化館南館
整備事業 130,225,000 2,272,900

２
放課後児童健全育成
事業 130,602,000 2,196,395

３ 合併10周年記念事業 31,244,000 1,279,144

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

四国鉄道文化館南館の整備により、施設入館者数は平成25年度約27,000人から平成26年度58,700人と2倍以上に増えた。
また、西条市は、平成26年11月1日に合併10周年を迎え、この記念すべき節目の年に、さまざまな記念事業を実施し、市民の皆さんとともに祝い、融和と一体
感がより深めるとともに、更なる飛躍をめざす西条市を市内外にアピールした。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

上限額の引き上げについては、ふるさと納税制度の利用が増えることが考えられる。ワンストップ特例は、申告が不要で便利さ
が目立つ中、寄附をすればするほど申請も受付も紙ベースで何度も郵送を必要とし、WEB上で完了できないかとの意見も多く
いただいている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市ホームページにて受入額・活用状況ともに公表を行っている

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税の制度を通じ、特産品をはじめ市の魅力を知っていただくことで、地方創生へのきっかけ作りになると
考えている。
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【以上】

還元率やお得感といった、またはそれに類する表記やキャッチコピーを使用しないよう徹底して気を付けている。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

純粋に寄附への感謝、及びふるさと納税の制度を通じ、特産品をはじめ市の魅力を知っていただくことで、地方創
生へのきっかけ作りになると考えている。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

食品、日用品から各種宿泊券や伝統工芸品まで西条市に関わるたくさんの返礼品を用意している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 大洲市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

50 2,313,000 50 2,313,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

66 2,344,000 64 2,314,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

140 3,749,000 138 3,719,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

93 2,583,000 93 2,583,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

65 1,119,000 65 1,119,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

48 1,486,000 48 1,486,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

39 855,000 39 855,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

32 1,341,000 31 1,275,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

30 2,155,000 30 2,155,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

出身者が集う会に出向き、チラシ等の配布によりＰＲすることにより、直接的な寄附額の増加を図っている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

制度そのものが、ここ数年でマスコミ等に取り上げられる機会が増え、今年度も制度拡充したことから年々増加している。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
健康・安心の福祉に関
する事業 2,200 2,200

２ 文化創造に関する事業 6,156 2,000

３ 肱川との共生に関する事業 2,695 2,000

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

寄附者にとって、寄附しやすい環境がより整ったとは思われる。
改正点については、速やかにＨＰで周知を図った。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

広報誌により、毎年１回、その年の寄附者（希望者のみ）の紹介をしている。
また、今年度はふるさと納税を財源とした事業を実施するため、実績額を含め広報誌及びHPにて公表する予定で
ある。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

税制改正やマスコミ等による認知度が高まったことにより全体的に寄附者が増えているが、自治体間の競争も相当に過
熱していることも否めず、自治体を応援してもらうという趣旨から外れないような体制や地域の在り方を守っていきたいとも
考える。

・経済面以外での効果
　人的交流の増加、本市来訪者への魅力啓発につながる。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名
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【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

返礼品の品数が少ないため、今年度見直しをする予定である。市内で製造・加工され市独自の基準を満たした商
品を、市の認定品とする制度があり、ＰＲの意味でもその認定品を返礼品のラインアップに加えたいと考えている。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

寄付者に対し、お礼とともに今後のつながりも大切にしたいこと、また特産品自体が市のＰＲとなり地域振興にプラス
に働くとの理由から、返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

１市２町１村が合併して新市となった経緯から、旧市町村それぞれの特産（食料）品を用意している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 伊予市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 885,000 9 885,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 625,000 6 625,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18 1,140,000 17 1,040,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 1,122,000 15 822,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 245,000 7 245,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 455,000 8 455,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 715,000 5 715,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 1,020,000 8 1,020,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 830,000 8 830,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
②

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

県人会などの集会の際にＰＲしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

低調に推移しているが、リピーターも多い。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

納税の動機づけとなり、納税件数、金額の増加に繋がる契機と捉えている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市ＨＰにコーナーを設けるとともに広報紙にも随時掲載しているが、実績額や事業内容は公表していない。
ふるさと納税額を特定の財源として事業を執行する制度を設計していない。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

本市の魅力、ブランド力を高める施策の実施により地域の活性化を促し、その相乗効果としての寄附金額の増加に繋げたい。
特産品等だけでなく、体験型、着地型観光事業等も謝礼に活用して、本市への交流、応援人口の増加を目指す。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名
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【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

従来、返礼品の送付対象者は１万円以上の寄附者として、品物も３千円から１万円までのものであり、対価の提供と
の誤解を招く恐れもないとの判断から見直しを行わなかった。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

マスコミ等で「お得感」が強調される結果、謝礼の品やコストパフォーマンスが寄附の動機づけとなる傾向にある。
出身地をはじめ地方を応援する気持ちを寄附に託すという本来の趣旨が損なわれないように制度の運用を願うもの
である。

納税していただいたことへのささやかなお礼の気持ち、併せて本市のＰＲとイメージアップ並びに交流人口の拡大
を目的に返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

納税していただいた金額に応じて、地域の特産品の詰め合わせを用意している。
伊予市には海も山もありおいしい食材が多くあることを知ってもらいたいという思いから詰め合わせを送付している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 四国中央市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

47 564,000 47 564,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

77 3,423,000 76 1,883,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

207 16,707,000 202 15,122,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

53 22,073,000 49 21,813,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

41 22,904,000 40 22,901,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果として、
ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を区
別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

45 5,940,000 45 5,940,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

73 12,461,000 70 12,443,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

71 5,155,000 69 5,025,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

102 4,970,000 99 4,120,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ｂ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

件数については、近年ふるさと納税自体が注目を集めたため増えたものと考えています。
金額については、少数の寄附者による高額な寄附金額の増減が、そのまま全体額の増減に反映されたものです。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

市民文化ホール建設事業

③②①

当市にゆかりがあり、中央で活躍する方々を中心にふるさと納税のＰＲを行うとともに、当市に本社を置く全国規模の
企業に依頼し、従業員の方に直接ふるさと納税をＰＲしています。
市の関係者にピンポイントでＰＲし、口コミでふるさと納税が広がることを期待して、この手法をとっています。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
学校備品購入
（ピアノ）

2,776 2,500
住民送迎バス
購入

3,000 3,000

２
社会教育備品購入
（プロジェクター） 740 700

学校備品購入
（ピアノ）

3,200 3,200

３
社会体育備品購入
（サッカーゴール） 665 500

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

市単独では実施が難しい事業をふるさと納税を活用して実施することにより、市民に直接ふるさと納税を実感いただく効果を期
待しています。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

税制改正については、ふるさと納税の認知度をさらに上げる効果があったと考える。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市ＨＰ及び市広報誌において公表しています。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税制度は、地方の若年層流出による納税額の減少を地方が独自の取り組みにより食い止められるため、
「選んでもらうに相応しい、地域のあり方をあらためて考えるきっかけ」になり、その独自の取り組みが地方創生繋が
るものと考えますが、現状では、用意している返礼品の内容により寄附金額の多寡が決定する傾向が強いため、地
方の取り組みについての注目度が低いものと思われます。より地方自治体の現状や取組みを知ってもらい、寄附先
選択の主な理由にしてもらえるようになれば、より地方創生に繋がるものと考えています。
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【以上】

当市は従来より、返礼品については寄附に対する記念品という位置づけで行っており、通知等を受けての取り扱い
見直し等は行っておりません。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

問6のとおり、自治体ごとの現状や取り組みを見て、ふるさと納税先を選択することが望ましいと考えています。

返礼品を送付している。寄付に対する記念品として、市の特産品を贈ることとしています。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

当市を代表する特産品を選定する意味で、第3セクターや物産協会、農協の取扱商品を用意しています。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 西予市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

178 3,000,000 176 2,960,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

17 2,021,000 16 1,991,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

45 15,846,000 43 15,766,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

26 3,327,000 26 3,327,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 1,580,000 16 1,580,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

21 2,047,000 21 2,047,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

20 1,745,000 20 1,745,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

22 1,100,000 22 1,100,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

15 1,088,000 15 10,880,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度以前の寄附額の変動は、高額寄附者の有無が関係していると考えられる。平成27年度の寄附件数増加は、返礼
品として

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

関東や関西圏で開催される市内出身者の集いには必ずチラシを配っている。その理由として、ふるさと納税の本来の趣旨であ
る、地域や地元を応援するということに対して、市内出身者が一番理解が強く、また興味関心が高いことが挙げられる。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
障害学習や文化振
興、青少年育成事業 10,085 未実施

２
環境・景観保全、医療、福
祉、子育て支援事業 2,181

３
道路、交通網、水道、下水
道などの整備事業 1,045

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

市内の子どもへの学習支援事業により、農業体験による農作への理解が深まり、また、体力の向上のに繋がった。
環境・景観保全事業により、四国西予ジオパークのジオポイントの環境整備が進み、観光客が多様かつ安全に観光できるようになった。その結果、ジオツアー
に参加する人数が増加傾向にあり、地元の生産性の向上にも効果があり、今後経済的にも大きな効果が得られる見込みがある。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ワンストップ特例制度が創設され、ふるさと納税の件数は増加しているが、1件当たりの寄附額は減少している。会社員等がふ
るさと納税を実施しやすくなり、地方の財源が増えることについては有効であるが、額が増加すれば、職員の事務負担は多くな
るので、運用の改善が今後の課題である。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

 市のホームページにて、受取額実績、活用状況等を公表している。（広報誌にも入れる予定）

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

本年度からインターネットのポータルサイトからの申出を導入したこともあり、寄附件数は大幅に伸びてきている。今後も当市を
どんどんＰＲしていき知名度が向上することで、当市が実施している様々な事業への支援・応援したい市になるよう取り組みを
進めていくことで、当地域の活性化につなげていく。
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【以上】

見直しは行っていない。今後行う予定。見直し内容は、寄附金額に対する返礼品価格の還元率を考慮して、寄附額枠を変更
する予定。また、寄附金の使徒について、今現在よりもより具体的かつ限定的にし、その使徒の事業に関連した返礼品を選定
する予定。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ワンストップ制度申請の条件の緩和は今後あり得るのか。
具体的には、地方税法附則第7条第2項（第9項）の5団体以上が撤廃される等。

納税の返礼品として、特産品を送付している。市の特産品のPRにもつながり、市の生産性の向上につなげるという
狙いもあるから。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

みかんジュース、お米、燻製セットなどを返礼品としている。
市内のものを使って生産されたものであることをや、商品の安全性、寄附金額に対してその商品の還元率を視点として、特産品の選定を行っ
た。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 東温市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 745,000 9 715,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 735,000 5 635,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

21 1,107,000 19 997,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 1,110,000 6 1,105,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 1,027,000 7 1,027,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 895,000 5 885,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 975,000 5 865,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 1,713,000 7 1,685,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 1,445,000 9 1,445,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

特になし。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度から、寄附金額に応じて返礼品を贈呈している。寄附金総額は横這いながら、件数は増加している。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

寄付者の負担を極力減らす制度は、今後も導入すべきだと考える。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市のホームページに、実績額、事業内容等を掲載。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

「地方創生」という大きな流れの中で、ふるさと納税はどの自治体においても鍵になるポイントになると思われ、どの
ように関連付けていくかが大事になるが、そのこととは関係なく、返礼品目当ての寄附を助長するような、現在の制
度はどこかで歯止めをかける必要があると思われる。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名
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【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

見直しなし
予定なし

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ふるさと納税の制度創設時の理念を踏襲した制度改正を行って欲しい。

返礼品を送付
当市の特産品のPRを目的として

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

当市の特産品の詰め合わせ
当市の特産品のPRを目的として

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 上島町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

31 692,800 30 672,800

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 450,000 8 430,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

29 1,097,000 28 1,077,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

25 1,155,000 24 1,135,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18 805,000 17 775,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

15 1,155,000 15 1,155,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 835,000 9 835,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 654,000 13 619,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 300,000 6 280,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
②

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

　控除額上限の拡充などにより、寄付者が増加していると考えられます。今後も寄付者増加が見込まれます。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

特になし

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

税制改正については、多くの寄付ができ、その分多くの特産品をもらうことができたり、手間だった確定申告をしなく
て済んだりなど、ふるさと納税がますます利用しやすくなったことから、ふるさと納税寄付者にメリットが増えたが、今
後、寄付者の増加が見込まれるので、現在の事務体制等を考える必要がある。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

事業内容については、特定の事業に対しては、充当は行っておらず、実績額についても、各年度の実績は件数が
少ない理由ため、公表はしていない。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

制度改正により、ふるさと納税寄付者が増加しているため、お礼品（特産品）を通してその地域に興味をもってもらう
ことで、観光や移住・定住に繋げていき、地域産業の活性化を促していきたい。
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【以上】

現在、見直しを行う予定なし。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

5,000円以上の寄付者については、上島町特産品セットを送付。　地元の魅力をアピールし、ふるさと納税の寄付を
きっかけに本町に興味をもってもらい、地域産業の活性化につなげるため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

寄付金額に応じた特産品を送付。例：芋菓子、味付海苔等を送付。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 久万高原町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

53 3,119,000 34 1,602,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

32 1,210,000 20 335,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

80 4,463,000 47 3,200,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

27 1,564,000 6 292,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19 1,216,000 6 300,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

22 1,058,000 6 340,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 865,000 4 240,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

17 2,010,000 6 510,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

21 1,165,000 7 650,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

町が作成するカレンダーにふるさと納税の紹介ページを入れて、出身者に送付している。また、イベントや道の駅でもカレンダーを配布するこ
とにより、町外の方にもふるさと納税について知っていただける機会となっている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

マスコミの報道等でふるさとの税への関心が高まる中、専用サイトへの掲載（無料枠）を行った事で、寄附件数が増加したと思われる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
小学校学習活動支援
事業 4,610 1,000

在宅寝たきり老人紙お
むつ支給事業 1,224 900

２
中学校学習活動支援
事業 3,730 1,000

ふるさと奨学生に対する
奨学金支給事業 4,080 500

３
在宅寝たきり老人紙お
むつ支給事業 1,224 927 緑の少年団活動助成事業 440 300

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

確定申告不要のサラリーマン等にとってはとても便利な制度が出来たと思える一方、自治体間でのやり取りに新たな事務や経費が発生した。また、ワンストップ
特例制度では住民税から全額控除されることを考えると、寄附しやすくなるということは、自治体の税収が減る割合も高くなるということだと捉えている。運用に関
しては寄附申出書にワンストップ申請書送付の希望欄を設けたり、HPからダウンロードできるように変更した。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

毎年、広報紙により特定ページを設け公表し、寄附者へも送付している。広報紙の情報はＨＰでも公開している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

当初からふるさと納税にご協力いただいている出身者の方とのつながりを大事にしながら、新たに寄附のリピーターとなっていただいている方にも引き続き応援していただける事業を
行えるよう関係各課と協議する場を設け、本来の趣旨に沿った寄附をして下さる方のお気持ちを汲んだ寄附の使い道について再考し、交流人口の増加、ゆくゆくは移住や定住に繋
げていける取り組みを行う必要があると考える。一方で、居住地の税金が免除され、寄附者にとってはメリットのあることだと思うが、居住地で暮らし、様々な行政サービスを受けるであ
ろう方々が、結局居住地に税金を納めないでサービス受けることについて、不公平感が生まれるのではないかとの懸念がある。

・経済面での効果
※特記事項無

・経済面以外での効果
※　児童・生徒の学習環境が整えられ、学習意欲の向上に繋がった。
※　経済基盤の弱い高齢者世帯への助成事業により、安心して在宅で介護できる様、経済的負担の軽減を図ることができた。
※　少子化の中、まちの将来を託す優秀な人材を育てると共に、唯一の地元高校の存続に繋がることを期待している。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名
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【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

そもそも寄付行為は見返りを求めないものであるが、寄附への感謝の気持ちと特産品のＰＲを行うことによって、地域振興に繋
がればという期待から、これまでも良識の範囲でお礼をしてきていると思っているので見直しを行う予定はないが、地域の事業
者に平等に商品ＰＲが出来るような機会を設けられるよう、選定を行う際には配慮していきたい。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品を送付している。寄附者に対するお礼の気持ちと、地元特産品のＰＲを行い地域振興に繋がればという期待。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

米・みそ・しょうゆ・こんにゃく・お茶・ジュース・椎茸・カステラ・饅頭などの詰合せ。寄附者に選んでいただくようなコース設定はしていない。
出身者にはふるさとを懐かしんでいただけるよう、出身者以外の方にも、当町の特産品をＰＲするため毎年内容を変えて詰合せを贈呈している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 愛媛県 市区町村名 松前町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1 30,000 1 30,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 80,000 3 80,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

22 815,000 22 815,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

21 875,000 20 870,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 210,000 7 210,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19 1,235,000 18 1,225,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

21 1,630,000 21 1,630,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 1,340,000 14 1,340,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 1,260,000 7 1,260,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

積極的に取り組んでいないため、大きな増加なし。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

特になし

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 交通安全対策 13,217 300 水防事業 2,166 185

２ 放課後児童ｸﾗﾌﾞ運営 21,970 545 母子健康教育事業 1,547 530

３ 中学生観劇 860 30
文化財・史跡説明板設
置工事 532 100

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
　　特になし
・経済面以外での効果
　　心身ともに健やかで、人間性豊かな子どもの育成を図ることができた。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

税制改正により、ふるさと納税者は増えるが、返礼品で寄附先自治体を選ぶネットショッピング的な利用者の増加
により、本来のふるさと納税の意義がますます薄れると思う。工夫点は特になし。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

町のホームページにて公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

本来の寄附目的である納税者の郷里に対する想いに応えるためには、地方創生に係る具体的な実施予定事業に
対して寄附を募るべきではないかと思う。



【以上】

金額設定・換金性とも問題はない内容であると判断し、見直しを行っていない。現在のところ見直し予定なし。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

本来の故郷への寄附が優先されるような法制の見直しが必要なのではないか。

返礼品を送付している。返礼品内容が寄附に大きな影響を与えている現状を考慮。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

寄附者に本町を直に感じていただけるように、町の特産品(小魚珍味・麦製品等)を返礼品にしている。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 砥部町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18 507,400 - -

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

20 1,558,176 - -

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

33 2,809,576 - -

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

33 2,041,865 - -

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

64 1,007,600 - -

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



15

⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

108 4,123,905 - -

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

56 2,483,000 - -

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

789 25,026,740 - -

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 116,700 － －

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

　『念ずれば花ひらく』などで知られる国民的詩人 坂村真民さんを顕彰する記念館の建設を目的に、平成21年5月から活用分
野に「坂村真民記念基金」を加えたことで、平成21年度は件数・金額ともに大幅に増加した。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

　町HPでの広報以外、特に取組はありません。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

※分野に充当・活用しており該当事業はありません。 （単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

　ふるさと納税による寄付拡大の好機と捉えており、町HPで制度の概要やワンストップ特例に係る申請書をダウン
ロードできるページを別に設け、申請者にはお礼状の送付に併せ留意点を再度周知するなどしている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

　町HPにおいて寄附金実績（件数・金額・活用分野）として公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

　人口減少時代を迎え、個人住民税等の税収減少も想定される中で、ふるさと納税による寄付は貴重な財源であ
り、企業版ふるさと納税や地方拠点強化税制の創設などと併せ、税収格差の是正に期待している。
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【以上】

　平成28年1月を目処に見直しを行う予定で、内容については品目の追加（柑橘類等）を検討している。
　返礼品の単価については近隣市町と同程度で、総務大臣通知に逸脱しない範囲と考えている。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

　特産品の販路拡大や交流人口の拡大にもつながることから返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

　伝統的工芸品である砥部焼の産地であり、翌年の1月に寄附金受領証明書と併せて送付することから、縁起物で
ある「砥部焼の干支」を選定している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 内子町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,416 14,660,001 2,379 14,275,001

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 1,994,000 16 1,994,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

41 4,042,800 41 4,042,800

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

37 4,203,800 36 4,198,800

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

15 2,472,000 15 2,472,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18 2,077,000 18 2,077,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

17 3,501,000 16 3,496,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19 1,343,750 17 1,326,750

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 1,000,561 15 988,561

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税制度が浸透し、徐々にではあるが増加した。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

町外の方も多く参加するイベントや同窓会などでチラシを配布したり、ホームページでＰＲしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 文庫の充実 1,000 1,000 文庫の充実 1,000 1,000

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
※　特になし

・経済面以外での効果
※子どもたちの情操教育の充実

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

平成27年度に入り、寄附者が急増し、税制改正の効果が出ている。ワンストップ特例制度の申請は随時受け付けて
いるが、年末に該当者であるかどうかの確認や住所変更の有無についての確認が必要かと考える。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

受け入れ実績額については、広報やＨＰで公表している。事業内容については、文庫充実以外については基金に
積み立てており公表していない。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

地方を応援する制度として有効だと考えている。この制度を活用し、人材育成、産業振興、交流・定住促進につな
げていきたい。
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【以上】

問題のない範疇と考え見直しをしていない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

企業版ふるさと納税制度も期待したい。寄附金だけでなく、この制度により人的交流などいろいろなネットワークで
地方が再生することを期待したい。

寄附者へのお礼の気持ちとして返礼品を送っている。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

梨、富有柿、ソーセージセット、加工品など。内子町の特産品、またはＰＲしたい物をお礼として送っている。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 伊方町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,835 9,990,000 1,835 9,990,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

684 4,199,500 684 4,199,500

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,032 13,975,500 2,032 13,975,500

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

132 2,766,000 132 2,766,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

62 2,912,000 62 2,912,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

49 2,223,000 49 2,223,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

61 2,748,000 61 2,748,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

73 2,598,000 71 2,583,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

55 2,770,000 51 2,730,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

県内・外で伊方町出身者の集い等の機会に、町のふるさと応援寄付金のチラシ等を配布しPRする。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

寄付金額5,000円以上の方に対しお礼の品を送ることとしており開始当初は１種類であった特産品を、H25から9種
類、H27においては10種類に増やしたため寄付も増加したものと考えている。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



17

＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
あかりのまちイルミネ－
ション事業 8,424 8,400

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

※　該 当 な し

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ふるさと納税ワンストップ特例制度については,町のホ－ムペ－ジで周知。ワンストップ特例制度の創設の初年度ということで、
国・県からの変更内容通知の遅れや、各種様式等も４月早々には間に合わず、事務処理が多忙となった。納税者本人もあまり
制度等について理解していないため説明に時間を費やした。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

町のHPでは、「ふるさと応援寄付金」を財源とする事業の活用方法は公表しているが、H23年度以降は具体的な事業内容や寄
付金額・件数等は町の広報誌やホ－ムペ－ジ等での公表はしていない。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

伊方町が国民に取組をアピ－ルし、ふるさと納税を呼びかけることで、伊方町を応援したい地域となる。それはやがて人を育て
たり環境を育む支援となる、そして生活の質の向上を図ることにより町民が住んで良かったと実感できる暮らしの実現をめざし
て、これからも町として、ふるさと納税制度を積極的に活用し、持続的なふるさとづくりを推進していく。

（観光面）　ノーベル賞中村博士の出身地にちなんでLEDを使用したイルミネ－ション事業により集客アップ

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名
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【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

当町のふるさと応援寄付金額は５,０００円からということもあって、従来より返礼品については、過度の金額のものは
なく見直しはしていない。（寄付金額や寄付回数に関係なく、返礼品は年間１品のみとしている）

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ネット通販の感覚で、申し込みをする方もいて、商品の支払いから発送時期まで細かい希望が多い場合がある。

返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

伊方町の特産品である柑橘や加工品、芋、海産物等などを返礼品としている。農協や漁協の協力があるため皆さんに提供で
きる数が多いことと味のバラつきが少ない。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 松野町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 390,000 11 390,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 365,000 13 365,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

28 1,117,000 28 1,117,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19 770,000 19 770,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 485,000 11 485,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 405,000 9 405,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 60,000 4 60,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 100,000 2 100,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 150,000 7 150,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

・出身者の集い等でＰＲを行ったり、職員の親戚等への声かけが増加へ繋がったと思う

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

・出身者の集い等の機会に積極的に参加しＰＲを行っている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・寄付金は基金として積み立てており、まだ使用されていない。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

・ふるさと納税の問い合わせ時にワンストップ特例等についても併せて案内している。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

・特に公表は行っていない。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

・現在、総合戦略を作成中で地方創生に各分野で重点プロジェクトを考えている。
　そこで、納税者の希望される使途の分野で寄付金を活用させてもらいたいと考えている。
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【以上】

・見直しをしていない。今後も予定はない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

・寄付のお礼として、返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

・PRも兼ねて、地元特産品（桃・米・茶・地酒・特産品詰合せ）。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 鬼北町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

31 2,480,000 31 2,480,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 30,000 2 30,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19 775,000 19 775,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 850,000 6 850,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 415,000 5 415,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果として、
ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を区
別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 705,000 6 705,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 280,000 7 280,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 480,000 4 480,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 895,000 10 895,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成２７年１月からふるさと納税ポータルサイト「ふるさとチョイス」に謝礼品を掲載（無料掲載）したことにより、平成２６
年度末に寄附が若干増えた。更に、平成２７年９月から同サイトでの申込みフォーム利用とクレジット決済を導入した
ことにより、増加した。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

当初は、本町出身者の集まり等で理事者によるセールスにより寄附をしていただいていた。謝礼品を全員に送付し
ていたが、事前告知はしておらず年度末に一斉送付していた。全国の事例を参考に全国でも珍しい本町の特産品
であるきじ肉が謝礼品であることを提示することにより、興味を持っていただいている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 挙げられる事業なし

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

本町ホームページに掲載

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

実績額や事業内容を特定のページを設けて公表はしていない。ふるさと納税分野の整備が進んでいなかったた
め。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税のクラウドファンディングのように、本町の事業に目を向けていただき、寄附額が有効に活用され、その
事業がさらに注目されるようになれば、地域づくりに「人」が参加する図が描いていけると考えている。
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【以上】

謝礼品により寄附する自治体を選択できるポータルサイトを利用すること自体が、本来のふるさと納税の趣旨から外
れている、という見方があったが、その方法を選択することで、全国1741自治体の中から、まったく縁のない方が愛
媛県鬼北町を見つけてくださり、知っていただくきっかけになると視点を変え、広く周知するとともに謝礼品の見直し
（追加）を行うこととなった。現在見直し中である。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

新聞等で各自治体の寄附額実績が公開されるが、そのことがあらゆる手段で寄附者・寄附額を増やそうと、各自治
体の競争につながっているように感じている。

返礼品により愛媛県鬼北町に興味を持っていただく、鬼北町の振興のためのツールと考えているため、送付してい
る。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

９月末時点では、鬼北町熟成きじ肉。もっとも鬼北町らしい特産品であるため。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。
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都道府県名 愛媛県 市区町村名 愛南町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,843 36,990,000 ○ - -

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,340 15,818,000 ○ - -

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7,453 85,217,001 ○ - -

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,757 30,875,333 ○ - -

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

505 7,395,000 ○ - -

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。
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⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

301 4,687,001 ○ - -

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

123 234,000 ○ - -

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

36 2,461,000 ○ - -

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

34 2,233,000 ○ - -

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

H25年度までは、ふるさと納税制度の浸透により緩やかな件数の増加が見られ、H26年度のインターネット申込み対応（ふるさとチョイス）及び
クレジット決済へ対応したことにより急激に件数が増加したと思われる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

ホームページ（ふるさとチョイス含む）、チラシ、出身者の同窓会等へのＰＲをしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない
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＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ふるさと納税制度利用者にとっては追い風となっており、寄附件数、寄付額の増加へ直接繋がるためこの機会を有
効に活用したい。税制改正内容については取扱いパンフレットを新しくしたり、ホームページで周知している。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

町のホームページにて、年度毎の寄附実績、充当事業について公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

愛南町への寄附の増加を目指すことで、全国へ向けて愛南町のＰＲができ、地元の生産者への恩恵もあります。愛南町の財源確保と同時に
地域産業の活性化にも繋がるため、この制度を適切に活用し愛南町のＰＲを図っていきたい。
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【以上】

通知内容にあったような、本来の趣旨にそぐわないような運用はしていなかったため特別な見直しはしていない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

御礼の特産品を贈呈することによって寄附への感謝を伝え、同時に愛南町の特産品を知ってもらうため。また魅力的な特産品を揃えることに
より寄附の増加を図るため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

愛南町の新鮮な海産物、農産物及びその加工品が中心となっている。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。
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